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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
平均単繊維繊度０．０００１～０．５デシテックスのポリエステル極細繊維不織布（Ａ）
からなる表皮層と、極細繊維不織布（Ａ）を構成する繊維の融点より１０℃以上低い融点
を持つ共重合ポリエステルからなる融着繊維を含む融着繊維不織布（Ｂ）と織編物（Ｃ）
とが積層されてなることを特徴とする皮革様物。
【請求項２】
該融着繊維不織布（Ｂ）と該織編物（Ｃ）が絡合により積層されてなることを特徴とする
請求項１に記載の皮革様物。
【請求項３】
該皮革様物が、実質的に繊維素材からなることを特徴とする請求項１または２に記載の皮
革様物。
【請求項４】
該融着繊維不織布が、融着繊維が３０～１００重量％含まれているものであることを特徴
とする請求項１～３のいずれかに記載の皮革様物。
【請求項５】
該融着繊維不織布（Ｂ）を構成する繊維が、繊維長が１～１０ｍｍの短繊維であることを
特徴とする請求項１～４のいずれかに記載の皮革様物。
【請求項６】
該融着繊維不織布（Ｂ）を構成する繊維が、１００～２００℃の融点を有する融着繊維で
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あることを特徴とする請求項１～５のいずれかに記載の皮革様物。
【請求項７】
該皮革様物が、構成する繊維の８０～１００重量％がポリエステルであることを特徴とす
る請求項１～６のいずれかに記載の皮革様物。
【請求項８】
該皮革様物が、表面に立毛が形成されているものであることを特徴とする請求項１～７の
いずれかに記載の皮革様物。
【請求項９】
該織編物（Ｃ）の伸長率が２～５０％であり、伸長回復率が７０～１００％であることを
特徴とする請求項１～８のいずれかに記載の皮革様物。
【請求項１０】
該織編物（Ｃ）を構成する繊維が、主として２種類以上のポリエステルが繊維長さ方向に
沿ってサイドバイサイド型に貼り合わされた複合繊維、あるいは、２種類以上のポリエス
テルが偏心した芯鞘構造を形成している偏心芯鞘型複合繊維であることを特徴とする請求
項１～９のいずれかに記載の皮革様物。
【請求項１１】
該皮革様物が、マーチンデール法における摩耗試験において、表面を２００００回摩耗し
たときの摩耗減量が２０ｍｇ以下であり、かつ毛玉の数が５個以下であるものであること
を特徴とする請求項１～１０のいずれかに記載の皮革様物。
【請求項１２】
該皮革様物の厚みが０．１～５．０ｍｍであることを特徴とする請求項１～１１のいずれ
かに記載の皮革様物。
【請求項１３】
請求項１～１２のいずれかに記載の皮革様物が表面に配されてなることを特徴とする成型
体。
【請求項１４】
平均単繊維繊度０．０００１～０．５デシテックスのポリエステル極細繊維不織布（Ａ）
と、極細繊維不織布（Ａ）を構成する繊維の融点より１０℃以上低い融点を持つ共重合ポ
リエステルからなる融着繊維を含む融着繊維不織布（Ｂ）と織編物（Ｃ）を重ね合わせて
高速流体処理を行って得た積層シートとを積層して積層シートとし、ついで成型融着処理
することを特徴とする皮革様物の製造方法。
【請求項１５】
該極細繊維不織布（Ａ）が、平均単繊維繊度０．０００１～０．５デシテックスで、平均
繊維長１～１０ｃｍの極細短繊維が発生可能な、平均単繊維繊度１～１０デシテックスの
極細短繊維発生型短繊維をニードルパンチにより絡合させた後に、極細化処理して極細繊
維を発生させて得たものであることを特徴とする請求項１４に記載の皮革様物の製造方法
。
【請求項１６】
請求項１４または１５において、融着繊維不織布（Ｂ）と織編物（Ｃ）とを重ねて高速流
体処理を行って積層し、ついでこの積層シートに極細繊維不織布（Ａ）を重ねて、さらに
高速流体処理を行った後、融着処理を行うことを特徴とする皮革様物の製造方法。
【請求項１７】
該融着繊維不織布（Ｂ）が抄造法により製造されてなるものである請求項１４～１６のい
ずれかに記載の皮革様物の製造方法。
【請求項１８】
該織編物（Ｃ）の伸長率が５～５０％、伸長回復率が７０～１００％であることを特徴と
する請求項１４～１７のいずれかに記載の皮革様物の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】



(3) JP 4835181 B2 2011.12.14

10

20

30

40

50

　本発明は、皮革様の外観やタッチを有し、かつ、成型性および形態保持性に優れた皮革
様物およびそれからなる成型体ならびにその製造方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　鞄、靴、家具、自動車用内装材等には、その表面の外観やタッチの高級感を付与するた
めに人工皮革や合成皮革をはじめとする皮革様シートが使用されている。そして、近年の
成型形状の複雑化に伴い、成型性に優れた皮革様シートが種々検討されている（例えば、
特許文献１）。これにより、皮革様シートの成型性が良好になり、複雑な形状にも対応で
きるようになったが、型の形態保持性が要求される用途については、その形態保持性が不
十分であった。
【０００３】
　一方、ポリウレタン含有皮革様シート状物の形態保持性を向上させる技術として、該皮
革様シート状物に熱融着性繊維を含む不織布を積層したシート状積層体が知られている（
例えば、特許文献２）。この積層体であれば形態保持性は良好になるが、シートが塑性変
形しやすいため、一旦伸ばすと元に戻らず皺になる等、品位に問題がある。また、皮革様
シート状物と融着繊維を含む不織布の積層が接着剤で行われているが、成型によって両シ
ートの伸長性や密度等の相違から剥離が生じる問題がある。
【特許文献１】特開２００３－２０５７３号公報
【特許文献２】特開平７－２１６７５６号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　本発明は、上述従来技術の背景に鑑み、皮革様の外観やタッチを有し、成型性、形態保
持性、および良好な品位の皮革様物およびそれからなる成型体ならびにその製造方法を提
供せんとするものである。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明は上記課題を解決するために、次のような手段を採用するものである。すなわち
、本発明の皮革様物は、平均単繊維繊度０．０００１～０．５デシテックスのポリエステ
ル極細繊維不織布（Ａ）からなる表皮層と、極細繊維不織布（Ａ）を構成する繊維の融点
より１０℃以上低い融点を持つ共重合ポリエステルからなる融着繊維を含む融着繊維不織
布（Ｂ）と織編物（Ｃ）とが積層されてなることを特徴とするものである。
【０００６】
　また、本発明の成型体は、かかる皮革様物が表面に配されてなることを特徴とするもの
である。
【０００７】
　また、本発明の皮革様物の製造方法は、平均単繊維繊度０．０００１～０．５デシテッ
クスのポリエステル極細繊維不織布（Ａ）と、極細繊維不織布（Ａ）を構成する繊維の融
点より１０℃以上低い融点を持つ共重合ポリエステルからなる融着繊維を含む融着繊維不
織布（Ｂ）と織編物（Ｃ）を重ね合わせて高速流体処理を行って得た積層シートとを積層
して積層シートとし、ついで成型融着処理することを特徴とするものである。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明によれば、特に室内インテリア、自動車内装材、雑貨品に好適な、皮革様の高級
外観を有し、かつ、良好な成型性や形態保持性から得られる高品位な表面外観を有する皮
革様物を提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００９】
　本発明は、前記課題、つまり皮革様の外観やタッチを有し、成型性、形態保持性、およ
び良好な品位の皮革様物について、鋭意検討し、極細繊維不織布（Ａ）と織編物（Ｃ）と
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融着繊維不織布（Ｂ）を組み合わせることで、前記課題を一挙に解決することを究明した
ものである。
【００１０】
　本発明の皮革様物は、極細繊維不織布（Ａ）が表皮層を構成し、融着繊維不織布（Ｂ）
と織編物（Ｃ）が積層された構成を有する。極細繊維不織布層（Ａ）が表皮層を形成する
ことにより、高級外観、滑らかなタッチ、優美なライティング効果等を得ることが可能と
なる。さらに、融着繊維不織布（Ｂ）と織編物（Ｃ）が積層されてなることによって、本
発明の効果である形態安定性と成型性を両立させることが可能となる。なお、皮革様物の
積層順は特に限定されるものではなく、極細繊維不織布（Ａ）／融着繊維不織布（Ｂ）／
織編物（Ｃ）のほか（以下、Ａ／Ｂ／Ｃと略す）、Ａ／Ｃ／Ｂ、Ａ／Ｃ／Ｂ／Ａ、Ａ／Ｂ
／Ｃ／Ａ、等、さらには各層の間に他の不織布が積層されていても、本発明の効果が損な
われない範囲で自由に組み合わせることができる。特に、織編物（Ｃ）が裏面を形成する
場合（例えば、Ａ／Ｂ／Ｃ等）、裏面の品位を向上させるために、極細繊維で構成される
不織布を積層することが好ましい。また、融着繊維不織布（Ｂ）と織編物（Ｃ）が直接積
層されてなることが形態安定性と成型性を両立させる点で好ましい。
【００１１】
　積層状態は特に限定されず、接着、絡合等適宜選択できるが、皺や凹凸が発生しにくく
皮革様物の品位が優れる点で、接着剤を実質的に使用せず、絡合によって積層されてなる
ことが好ましい。特に融着繊維不織布（Ｂ）と織編物（Ｃ）が絡合により積層された状態
であることが、形態安定性、成形性に優れる点で好ましい。また、形状は特に限定されず
、シート状であっても、成型加工により立体形状を有していても良い。
【００１２】
　本発明の皮革様物を構成する極細繊維不織布（Ａ）は、平均単繊維繊度が０．０００１
～０．５デシテックスである極細繊維からなる。平均単繊維繊度は、好ましくは０．００
１～０．３デシテックス、より好ましくは０．００５～０．１５デシテックスである。平
均単繊維繊度が０．０００１デシテックス未満であると、皮革様物の強度が低下するため
好ましくない。また平均単繊維繊度が０．５デシテックスを越えると、皮革様シートの風
合いが堅くなり、また、繊維の絡合が不十分になって、皮革様物の品位が低下したり、耐
摩耗性が低下したりする等の問題も発生するため好ましくない。なお、本発明の効果を損
なわない範囲で、単繊維繊度が０．０００１デシテックス未満の繊維もしくは単繊維繊度
が０．５デシテックスを越える繊維が含まれていてもよい。単繊維繊度が０．０００１デ
シテックス未満の繊維および単繊維繊度が０．５デシテックスを越える繊維の含有量は、
数にして、極細繊維不織布（Ａ）を構成する繊維の３０％以下が好ましく、１０％以下が
より好ましく、全く含まれないことがもっとも好ましい。
【００１３】
　当該極細繊維は、熱可塑性ポリマー、特にポリエステル、ポリ乳酸、ポリアミド、ポリ
プロピレン、ポリエチレン等のポリマーからなる繊維が好ましく用いられる。ポリエーテ
ルエステル系繊維やいわゆるスパンデックス等のポリウレタン系繊維などのゴム状弾性に
優れる繊維は好ましくない。
【００１４】
　ポリエステルとしては、繊維化が可能なものであれば特に限定されるものではない。具
体的には、例えば、ポリエチレンテレフタレート、ポリトリメチレンテレフタレート、ポ
リテトラメチレンテレフタレート、ポリシクロヘキシレンジメチレンテレフタレート、ポ
リエチレン－２，６－ナフタレンジカルボキシレ－ト、ポリエチレン－１，２－ビス（２
－クロロフェノキシ）エタン－４，４’－ジカルボキシレート等が挙げられる。中でも最
も汎用的に用いられているポリエチレンテレフタレートまたは主としてエチレンテレフタ
レート単位を含むポリエステル共重合体が好適に使用される。
【００１５】
　また、ポリアミドとしては、たとえばナイロン６、ナイロン６６、ナイロン６１０、ナ
イロン１２、等のアミド結合を有するポリマーを挙げることができる。
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【００１６】
　当該極細繊維の平均繊維長は特に限定されないが、表面のライティング効果や耐摩耗性
、品位等を考慮すると１０～１００ｍｍであることが好ましく、１５～８０ｍｍであるこ
とがより好ましく、２０～６０ｍｍであることがさらに好ましい。平均繊維長が１００ｍ
ｍを超える繊維および繊維長が１０ｍｍ未満の繊維の含有量は、数にして、極細繊維不織
布（Ａ）を構成する繊維の３０％以下が好ましく、１０％以下がより好ましく、全く含ま
れないことがもっとも好ましい。
【００１７】
　なお、本発明では、従来のシートにみられる極細繊維束同士が絡合した状態で極細繊維
不織布（Ａ）を構成するのではなく、これらの極細繊維が相互に絡合していることが、特
に耐摩耗性や表面品位、形態安定性を向上させる点で好ましい。
【００１８】
　また、本発明の皮革様物を構成する融着繊維不織布（Ｂ）は融着繊維を含むものであれ
ば、特に限定されるものではない。当該融着繊維によって、本発明の皮革様物は、高品位
の皮革様を呈するとともに良好な形態保持性を得ることができる。本発明でいう融着繊維
とは、繊維が熱、アルカリや酸性の水溶液、有機溶剤等によって溶ける性質を有し、かつ
、当該溶けた部分によって他の繊維と接着する機能を有するポリマーからなる繊維をいう
。当該ポリマーが繊維表面に存在すれば融着機能を発揮できるため、その構成態様は特に
限定されるものではなく、例えば、当該ポリマーのみで構成される繊維の他、芯鞘型複合
繊維における鞘部分やサイドバイサイド型複合繊維の片側に当該ポリマーを配した繊維で
あっても良い。
【００１９】
　本発明では、特に加熱により融着する熱融着繊維であることが、成型加工容易性の点で
好ましい。ここで、融着繊維の融点は極細繊維不織布（Ａ）および織編物（Ｃ）と積層す
る工程の熱履歴以上の温度であることが好ましく、工程管理容易性の点では、１００℃以
上が好ましく、１１０℃以上がより好ましく、１２０℃以上がさらに好ましい。また、極
細繊維不織布（Ａ）が染色されてなる場合において、堅牢度や発色性低下の懸念があるこ
とから、上限は２００℃以下が好ましく、１８０℃以下がより好ましく、１６０℃以下が
さらに好ましい。
【００２０】
　融着性を有するポリマーとしては、ポリアミド、ポリエステル、ポリオレフィン等特に
限定されるものではないが、極細繊維不織布（Ａ）を構成する極細繊維と同一の染料によ
り染色でき、かつ、該極細繊維が溶けない条件で融着処理できるものを選択する。染色性
および接着性の観点からは同種のポリマーを選択することが好ましく、例えば極細繊維不
織布（Ａ）がポリエステルであれば、共重合ポリエステルからなる融着繊維を選択するこ
とが好ましい。
【００２１】
　ここで、熱により融着する繊維を選択する場合は、当該極細繊維より１０℃以上、好ま
しくは２０℃以上融点が低いポリマーからなる融着繊維であると、融着処理による温度管
理が容易であるため好ましい。これらポリマーのうち、取扱いの容易さ、強度、耐熱性を
考慮するとポリエステル、特にポリエチレンテレフタレートをベースとした共重合体ポリ
エステルがより好ましい。共重合ポリエステルとしては、特に限定されないが、例えばテ
レフタル酸に変えてイソフタル酸、ナフタレンジカルボン酸等の芳香族カルボン酸や、シ
クロヘキサンジカルボン酸等の脂肪族ジカルボン酸としたり、エチレングリコールに変え
て、ジエチレングリコール、ヘキシレングリコール、ポリアルキレングリコール等とする
等、適宜共重合して用いることができる。
【００２２】
　融着繊維の繊度は特に限定されず、例えば０．０００１～３０デシテックスの繊維を用
いることができるが、３デシテックス以下、好ましくは１デシテックス以下であると、皮
革様物の柔軟性や融着繊維の接触面積増加による融着効率の増加等の効果があるため好ま
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しい。
【００２３】
　融着繊維の繊維長は特に限定されないが、皮革様物の外観が優れ、剥離強力や成型性に
優れる点では短繊維であることが好ましく、１～１００ｍｍの短繊維がより好ましく、１
～１０ｍｍの短繊維がさらに好ましい。１００ｍｍ以下であれば融着繊維の融着による凹
凸が表面に現れず、より表面品位に優れる点で好ましい。また、１ｍｍ以上であればより
形態保持性に優れる傾向にある。
【００２４】
　当該不織布は繊維がより均質かつ高密度に構成され、皮革様物の断面において層状に存
在していることが、皮革様物の表面品位低下を防止し、形態保持性を満足する点で好まし
い。なお、本発明でいう層状の存在とは、断面を観察した際に当該不織布が層を形成して
存在することを視覚認識できることをいう。
【００２５】
　融着繊維の融着繊維不織布（Ｂ）に占める割合は、本発明の効果が損なわれない範囲で
特に限定されるものではないが、より形態保持性に優れる点で３０％以上が好ましく、５
０％以上がより好ましく、６０％以上がさらに好ましい。融着繊維の他に他の繊維が含ま
れていても良く、他の繊維として０．０００１～０．５デシテックスの極細繊維が含まれ
ることは、融着繊維不織布（Ｂ）を他の層、例えば極細繊維不織布（Ａ）や織編物（Ｃ）
と絡合により積層する場合に、その絡合性が向上し剥離強力が向上すると共に、表面に露
出した場合において、表面品位が低下する懸念がないため好ましい。また、融着前の成型
時に、型への追従性が向上し、より微細な凹凸を形成できる点で好ましい。なお、絡合に
より積層する前には、ポリビニルアルコール等の水溶性高分子により仮接着されているこ
とは、積層時の取り扱い容易性の点で好ましい。
【００２６】
　また、本発明の皮革様物を構成する織編物（Ｃ）とは、織物と編物を総称していうもの
である。織物としては、平織、綾織、朱子織等特に組織を限定するものではないが、コス
トおよび積層後の不織布の表面平滑性に優れる点では平織が好ましい。また、編物として
は、丸編、トリコット、ラッセル等がよいが、特に限定されるものではない。当該織編物
により、成型時に皺を防止することができ、良好な品位を得ることが可能となる。特に、
ＪＩＳ　Ｌ　１０９６（１９９９）８．１４．１　Ａ法で規定される伸長率がタテ方向、
ヨコ方向ともに２～５０％、好ましくは５～３０％、より好ましくは１０～２５％とする
ことが好ましい。２％以上であれば、より深い凹凸への成型を容易とする点で好ましく、
また５０％以下であれば積層時の取扱い性が容易になる点で好ましい。さらに、ＪＩＳ　
Ｌ　１０９６（１９９９）８．１４．２　Ａ法で規定される伸長回復率を７０～１００％
とすることが、型への追従性を向上させ、品位向上の点で好ましい。なお、本発明でいう
織編物のタテ方向とは、織物の場合は経方向、編物の場合はウェールを意味し、ヨコ方向
とは、織物の場合は緯方向、編物の場合はコースを意味する。
【００２７】
　本発明において織編物（Ｃ）に上述したいわゆるストレッチ性の織編物等を選択すると
、例えば従来のストレッチ性皮革様シートが使用されていたソファーのシート材等、柔軟
性が要求される用途に適用することができ、さらに本発明の効果である形態保持性が付与
されることで、従来できなかった複雑形状のシートを、柔軟性を維持しつつ製造すること
が可能となる。この場合、柔軟性を維持するため、必要部分のみを融着処理する等の製造
方法を考慮する他、融着繊維量を減量させる等適宜融着繊維不織布（Ｂ）との関係で最適
化することが好ましい。
【００２８】
　本発明の織編物を構成する繊維は、通常の延伸糸の他、加工糸等特に限定されるもので
はないが、上述の目的、及びコスト、取り扱い容易性の点で、主として２種類以上のポリ
エステルが繊維長さ方向に沿ってサイドバイサイド型に貼り合わされた複合繊維、あるい
は、２種類以上のポリエステルが偏心した芯鞘構造を形成している偏心芯鞘型複合繊維で
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あることが好ましい。かかる複合繊維を含むものであれば、通常の繊維が本発明の効果を
損なわない範囲で含まれていてもよい。すなわち、例えば前記複合繊維と他の繊維を合糸
して複合糸として使用してもよいし、織物とした場合において、前記複合繊維を緯糸また
は経糸にのみに使用し、他方には他の繊維を使用しても良い。
【００２９】
　ここで、織編物を構成するポリエステルとは、例えばポリエチレンテレフタレート、ポ
リトリメチレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレート等のポリマーである。また
、２種以上のポリエステル系重合体とは、物理的および／または化学的性質を異にする２
種以上のポリエステル系重合体を用いることを意味する。すなわち、２種以上のポリエス
テルがサイドバイサイド型または偏心芯鞘型に接合されたとは、物理的および／または化
学的性質を異にする２種以上のポリエステルが、繊維長さ方向に沿ってサイドバイサイド
型または偏心芯鞘型に接合されていることを意味する。これにより、物理的または化学的
要因によって、複合繊維に捲縮を発現させることができる。捲縮発現が容易である点で、
好ましくは熱収縮性の異なるポリエステルを２種以上使用することが好ましい。これによ
り、リラックス処理することによって、容易に捲縮を発現させることができ、伸縮性に優
れる織編物を得ることができる。熱収縮性の異なるポリエステルとしては、例えば、ポリ
マーの固有粘度、重合度が異なるもの、異なるポリマーをブレンドしたもの、等が挙げら
れる。
【００３０】
　また、ポリエステルのうち、少なくとも１種以上がポリトリメチレンテレフタレートで
あると、ストレッチ性を向上させることができる。特に高収縮成分にポリトリメチレンテ
レフタレートを用いると、優れたストレッチ性を有するため好ましい。この際、複合繊維
の低収縮成分は、高収縮成分であるポリトリメチレンテレフタレートとの界面接着性が良
好で、製糸性が安定している繊維形成性ポリエステルであればよい。ただし、力学的特性
、化学的特性および原料価格を考慮すると、繊維形成能のあるポリトリメチレンテレフタ
レート、ポリエチレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレートが好ましい。
【００３１】
　ここでポリトリメチレンテレフタレートとは、テレフタル酸を主たる酸成分とし、１，
３－プロパンジオールを主たるグリコール成分として得られるポリエステルである。ただ
し、２０モル％、より好ましくは１０モル％以下の割合で他のエステル結合の形成が可能
な共重合成分を含むものであってもよい。共重合可能な化合物として、例えば、イソフタ
ル酸、コハク酸、シクロヘキサンジカルボン酸、アジピン酸、ダイマ酸、セバシン酸、５
－ナトリウムスルホイソフタル酸などのジカルボン酸類、エチレングリコール、ジエチレ
ングリコール、ブタンジオール、ネオペンチルグリコール、シクロヘキサンジメタノール
、ポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコールなどのジオール類を挙げることが
できるが、これらに限定されるものではない。
【００３２】
　また、必要に応じて、織編物（Ｃ）を構成する繊維には、艶消し剤となる二酸化チタン
等、滑剤としてのシリカやアルミナ等の微粒子、抗酸化剤としてのヒンダードフェノール
誘導体等、着色顔料などを添加してもよい。
【００３３】
　当該複合繊維を形成するポリマーの固有粘度差は０．０１～０．４であることが好まし
い。０．０１以上であればストレッチ性が向上し、０．４を以下であれば紡糸安定性が良
好である。この時、０．３５～０．５５の低粘度ポリエステルと固有粘度が０．６５～０
．８５の高粘度ポリエステルとが複合された複合繊維が好ましい。この場合、一般に高粘
度ポリエステルの方が、低粘度ポリエステルよりも、熱収縮性が高くなる。なお、固有粘
度ＩＶは、温度２５℃においてオルソクロロフェノール溶液として測定した値を用いた。
【００３４】
　また、２種以上のポリエステル系重合体の複合比率は、製糸性の点で、高収縮成分：低
収縮成分＝７５：２５～３５：６５（重量％）の範囲が好ましく、６５：３５～４５：５
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５の範囲がより好ましい。
【００３５】
　織編物（Ｃ）を構成する複合繊維の平均単繊維繊度は、特に限定されないが、成型性や
取扱い性、表面品位に優れる点で１～１５デシテックスが好ましい。
【００３６】
　本発明の皮革様物は、実質的に繊維素材からなり、実質的に高分子弾性体を含まないも
のであることが好ましい。通常、皮革様シートは引張強力、引裂強力、耐摩耗性等の物性
を保持するため、ポリウレタン等の高分子弾性体が１０～６０％含まれ、これが不織布内
部に膜状に存在する。これは、成型する際には微細な凹凸形状の形成を阻害する傾向にあ
るため、成型用途には好ましくない。一方、実質的に繊維素材からなると、成型性がより
向上すると共に、リサイクル性の点でも好ましい。通常、単に高分子弾性体を除いた皮革
様物は、製造工程において満足に皮革様物を得ることができないほか、耐摩耗性等の物性
が実用に耐えうるものではない。しかしながら、後述する本発明の製造方法によって、実
質的に繊維素材からなる皮革様物を得ることは可能となる。本発明においては、特に皮革
様物を構成する極細繊維不織布（Ａ）、融着繊維不織布（Ｂ）、織編物（Ｃ）を構成する
繊維の好ましくは８０～１００重量％、より好ましくは９０～１００重量％がポリエステ
ルであることが、リサイクル性の点で好ましい。
【００３７】
　ここで、「実質的に繊維素材からなる」とは、一般的な皮革様シート状物の構成要素で
ある繊維素材と高分子弾性体のうちの繊維素材のみからなることを意味するものであるが
、さらに具体的にはＳＥＭやマイクロスコープ等で表面観察を行った際に、実質的に高分
子弾性体が一般的な皮革様物に観察される膜状体として観察されないことを意味するもの
である。好ましくは、膜状以外の形態でも高分子弾性体が観察されない状態であるが、後
加工で用いられる加工剤、例えば、染料、柔軟剤、耐摩耗性向上剤、各種堅牢度向上剤、
耐電防止剤あるいは微粒子等は、本発明の皮革様シート状物に含まれていてもよい。
【００３８】
　本発明の皮革様物は、その用途、目的に応じて、銀面調または立毛調として使用される
ことができるが、特に極細繊維不織布（Ａ）による表面外観を効果的に利用でき、また成
型加工による品位が優れる点では、立毛調であることが好ましい。
【００３９】
　また、本発明の皮革様物は、耐摩耗性が向上する点で、密度が０．２５ｇ／ｃｍ３以上
であることが好ましく、０．２９ｇ／ｃｍ３以上であることがより好ましく、０．３０ｇ
／ｃｍ３以上であることがさらに好ましい。また繊維見掛け密度の上限は特に限定されな
いが、０．８０ｇ／ｃｍ３以下であると、成型時の取扱いに優れるため好ましい。
【００４０】
　本発明の皮革様物の目付は、好ましくは１５０～８００ｇ／ｍ２であり、より好ましく
は１５０～６００ｇ／ｍ２、さらに好ましくは２００～４５０ｇ／ｍ２である。皮革様シ
ートの目付が１５０ｇ／ｍ２以上でれば、より良好な表面品位を得ることができ、また、
８００ｇ／ｍ２以下であれば、より形態保持性に優れるため好ましい。
【００４１】
　本発明の皮革様物の厚みは、好ましくは０．１～５．０ｍｍであり、より好ましくは０
．５～２．５ｍｍである。０．１ｍｍ以上であれば表面品位に優れる皮革様物が容易に得
ることができ、また５．０ｍｍ以下であれば成型時の型追従性に優れる傾向を示す。
【００４２】
　上記目付は、ＪＩＳ　Ｌ　１０９６ ８．４．２（１９９９）に記載された方法に基づ
いて得られた値を用いる。なお、試験片が２０ｃｍ四方の大きさで採取できない場合は、
採取できる面積から換算して測定値とする。また、厚みはダイヤルシックネスゲージ（（
株）尾崎製作所製、商品名“ピーコック（登録商標）Ｈ”）により測定し、目付の値を厚
みの値で割って繊維見掛け密度とする。
【００４３】
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　また、本発明の皮革様物は、ＪＩＳ　Ｌ　１０９６（１９９９）８．１７．５　Ｅ法（
マーチンデール法）家具用荷重（１２ｋＰａ）に準じて測定される耐摩耗試験において、
極細繊維不織布が形成する表皮層をピリングポジション設定Ｂ（ＴＨＲＥＥ　ＤＲＩＶＥ
　ＲＯＬＬＥＲＳ＝ＰＯＳＩＴＩＯＮＥ　Ｂ）にて、２００００回の回数を摩耗した後の
試験布の摩耗減量が２０ｍｇ以下、かつ、毛玉の数が５個以下であることが好ましい。摩
耗減量は、より好ましくは１５ｍｇ以下、さらに好ましくは１０ｍｇ以下である。毛玉の
数は、３個以下であることがより好ましく、１個以下であることがさらに好ましい。摩耗
減量が２０ｍｇ以下であれば、実使用において毛羽が服等に付着することはほとんどない
。一方、下限は特に限定されず、本発明の皮革様物であればほとんど摩耗減量がないもの
も得ることができる。また発生する毛玉については、５個を越えると、使用した時の外観
変化によって品位が低下するため好ましくない。
【００４４】
　さらに、皮革様物の通気性が１０ｃｃ／ｃｍ２／ｓｅｃ以下であることが、成型性を向
上させる点で好ましく、８．０ｃｃ／ｃｍ２／ｓｅｃ以下であることがより好ましく、５
．０ｃｃ／ｃｍ２／ｓｅｃ以下であることがさらに好ましい。下限は特に限定されず、０
ｃｃ／ｃｍ２／ｓｅｃに違いほど好ましい。
【００４５】
　ここでいう通気量は、ＪＩＳ　Ｌ　１０９６　８．２７．１（１９９９）Ａ法（フラジ
ール形）によって得られる値を用いる。
【００４６】
　本発明の皮革様物は、優れた表面外観とタッチを有するため、本発明の皮革様物を表面
に配した成型体は、室内インテリア、自動車内装材、雑貨等の用途に成型されて用いるこ
とができる。
【００４７】
　次に、本発明の皮革様物の好ましい製造方法の一例として、本発明の皮革様物の製造方
法を述べる。
【００４８】
　本発明の皮革様物を構成する極細繊維不織布（Ａ）を構成する極細繊維の製造方法は特
に限定されず、通常のフィラメント紡糸法の他、スパンボンド法、メルトブロー法、エレ
クトロスピニング法、フラッシュ紡糸法等の、不織布として製造する方式であってもよい
。また、極細繊維を得る手段として、直接極細繊維を紡糸する方法、通常繊度の繊維であ
って極細繊維を発生する事ができる繊維（以下、極細繊維発生型繊維という）を紡糸し、
次いで、極細繊維を発生させる方法でも良い。
【００４９】
　ここで、極細繊維発生型繊維を用いて極細繊維を得る方法としては、具体的には、海島
型繊維を紡糸してから海成分を除去する方法、あるいは、分割型繊維を紡糸してから分割
して極細化する方法等の手段を採用することができる。
【００５０】
　これら手段の中でも、本発明においては、極細繊維を容易に安定して得ることができる
点で、極細繊維発生型繊維によって製造することが好ましく、さらには皮革様シート状物
とした場合、同種の染料で染色できる同種ポリマーからなる極細繊維を容易に得ることが
できる点で、海島型繊維によって製造することがより好ましい。
【００５１】
　海島型繊維を得る方法としては、特に限定されず、例えば、以下の（１）～（４）に記
載する方法等が挙げられる。
（１）２成分以上のポリマーをチップ状態でブレンドして紡糸する方法。
（２）予め２成分以上のポリマーを混練してチップ化した後、紡糸する方法。
（３）溶融状態の２成分以上のポリマーを紡糸機のパック内で静止混練器等で混合する方
法。
（４）特公昭４４－１８３６９号公報、特開昭５４－１１６４１７号公報等の口金を用い
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て製造する方法。
【００５２】
　本発明においては、いずれの方法でも良好に製造することができるが、ポリマーの選択
が容易である点で上記（４）の方法が最も好ましい。
【００５３】
　かかる（４）の方法において、海島型繊維および海成分を除去して得られる島繊維の断
面形状は特に限定されず、例えば、丸型、多角形型、Ｙ字型、Ｈ字型、Ｘ字型、Ｗ字型、
Ｃ字型、π字型等が挙げられる。
【００５４】
　一旦繊維を得てから不織布化する場合、その方法としては、湿式法であっても乾式法で
あっても良いが、摩擦時に繊維脱落が少ない点で乾式法が好ましい。
【００５５】
　繊維長は、乾式法の場合１０～７０ｍｍ、湿式法の場合は０．１～２０ｍｍにカットす
ることが好ましい。
【００５６】
　乾式法として好ましい製造方法としては、極細繊維が発生可能な１～１０デシテックス
の極細繊維発生型短繊維を用いてニードルパンチ法により短繊維不織布を製造し、次いで
、極細化して極細繊維不織布を得る方法が挙げられる。なお、極細繊維発生型繊維の短繊
維不織布は、乾熱または湿熱、あるいはその両者によって収縮させ、さらに高密度化させ
ると表面品位や形態安定性に優れる点で好ましい。
【００５７】
　なお、本発明において実質的に繊維素材からなる皮革様物を得るためには、後述するよ
うに極細繊維とした状態で高速流体処理を行うことが好ましいが、極細繊維化する前の極
細繊維発生型短繊維不織布の状態で十分にニードルパンチを行うことが好ましい。例えば
、繊維見掛け密度を好ましくは０．１２～０．３ｇ／ｃｍ３、より好ましくは０．１５～
０．２５ｇ／ｃｍ３とするまでニードルパンチを行う。また、上限は特に規定されないが
、０．３ｇ／ｃｍ３を越えると、ニードル針の折れや、針穴が残留するなどの問題が生じ
るため、好ましくない。この場合、１～９バーブの針を用い、１０００～４０００本／ｃ
ｍ２の針密度で行うことが好ましい。
【００５８】
　本発明の皮革様物を構成する融着繊維不織布（Ｂ）は、融着ポリマーの単一成分又は複
合成分に配した繊維をスパンボンド法、メルトブロー法等により直接不織布化するか、又
は、紡糸、延伸して得た融着繊維を一旦巻き取った後に、必要に応じてカットして短繊維
不織布として製造できる。本発明においては、特に皮革様および成型加工性に優れる短繊
維不織布とすることが好ましいが、この場合、上記同様、乾式法の場合１０～７０ｍｍ、
湿式法の場合は０．１～２０ｍｍにカットすることが好ましい。融着繊維と他の繊維を混
合させる場合は、例えばカットした後に混合することができる。
【００５９】
　これらの製造方法のうち、特に湿式法により製造することが、融着繊維層をより薄く設
計でき成型性を良好にできると共に、織編物（Ｃ）とより積層を容易とする点で好ましい
。融着層の厚みが３．０ｍｍを超えると成型性が低下する傾向を示すと共に、高速流体に
よって積層する際に良好な積層が困難になる。当該観点から、融着層の厚みは２．０ｍｍ
以下が好ましく、１．０ｍｍ以下がより好ましく、０．５ｍｍ以下がさらに好ましい。こ
れらの厚みは、湿式法により容易に製造することが可能となる。また、本発明の融着繊維
不織布（Ｂ）には、０．００１～０．５デシテックスの極細繊維が含まれることが好まし
いが、これを混合させる際にも湿式法であれば容易に行うことが可能となる。湿式法によ
り製造する場合、繊維を所望の長さにカットした後、必要に応じて極細繊維等の融着繊維
以外の繊維を混合してスラリーを製造し、湿式抄紙法により抄造ウェブを作成する。この
際、乾燥温度は融着繊維の融点以下とすることが好ましい。
【００６０】
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　また、本発明の織編物（Ｃ）として、織物を製造する場合、ウォータージェット織機や
エアジェット織機のようなシャトルレス織機やフライシャトル織機、タペット織機やドビ
ー織機、ジャカード織機等の織機により製造することができる。また、編物を製造する場
合、よこ編としては、例えばよこ編機、丸編機等、たて編としてはトリコット機、ミラニ
ーズ機、ラッセル機等により製造することができる。
【００６１】
　また、ストレッチ性織編物とする場合は、例えば主として２種類以上のポリエステル系
重合体が繊維長さ方向に沿ってサイドバイサイド型に貼り合わされた複合繊維、あるいは
、２種類以上のポリエステル系重合体が偏心した芯鞘構造を形成している偏心芯鞘型複合
繊維とし、これを織編物とすることが、コストおよび取扱いの容易さの点で好ましい。複
合繊維の製造方法は、特に限定されないが、例えば、２種類のポリエステル系重合体を用
いてサイドバイサイド複合流を形成させた後、所望の断面形状を得るための吐出孔から吐
出することによって得ることができる。吐出された糸条は冷却され、固化した後、一旦巻
き取ってから延伸や延伸仮撚加工を行う２工程法によって製造してもよいし、紡糸引取り
後、そのまま延伸する直接紡糸延伸法によって製造してもよい。
【００６２】
　このような複合繊維を安定して製造するためには、各成分の固有粘度および、各成分間
の固有粘度差が重要となってくる。複合繊維といえども、片側成分の粘度が低すぎて繊維
形成能がなかったり、逆に高すぎて特殊な紡糸装置が必要になったりするようでは実用的
ではない。また、各成分間の粘度差により、吐出孔直下での糸条のベンディング（曲がり
現象）の度合いが決まり、それが製糸性に大きく影響する。
【００６３】
　得られた織編物は必要に応じてリラックス処理して収縮させ、中間セットを行う。リラ
ックス処理を行うに際しては、オープンソーパー、リラクサー、ソフサー等の連続拡布状
リラックス処理機や、ジッガー、ウィンス、液流染色機等のバッチ式処理機等によって、
８０～１４０℃の温度で処理する。液流染色機を用いるリラックス処理に先立って、連続
拡布状連続リラックス処理機で予備収縮を行うことは、均一な収縮処理ができる点で好ま
しい。また、中間セットは１００～１９０℃で行うことができる。
【００６４】
　このようにして得られた極細繊維不織布（Ａ）、融着繊維（Ｂ）、織編物（Ｃ）は次い
で、積層する。その手段としては、接着や絡合等で行うことができるが、柔軟性の点では
絡合による積層が好ましい。絡合により積層する場合、例えば、ニードルパンチ処理や高
速流体処理等で行うことができ、特に本発明の織編物を損傷させず、かつ、皮革様物の良
好な表面品位を得ることができる高速流体処理が好ましい。
【００６５】
　高速流体処理としては、作業環境の点でウォータージェットパンチ処理が好ましい。こ
のとき、水流は、柱状流の状態で行うことが好ましい。柱状流は、通常、流体噴射孔の直
径０．０６～１．０ｍｍのノズルから圧力１～６０ＭＰａで噴出させることで得られる。
かかる処理は、効率的な絡合性と良好な表面品位を得るために、ノズル（流体噴射孔）の
直径は０．０６～０．１５ｍｍ、ノズル間隔は５ｍｍ以下であることが好ましく、直径０
．０６～０．１２ｍｍ、ノズル間隔は１ｍｍ以下がより好ましい。これらのノズルスペッ
クは、複数回処理する場合、すべて同じ条件にする必要はなく、例えば大孔径と小孔径の
ノズルを併用することも可能であるが、少なくとも１回は上記構成のノズルを使用するこ
とが好ましい。
【００６６】
　また、厚さ方向に均一な交絡を達成する目的および／または不織布表面の平滑性を向上
させる目的で、好ましくは、多数回繰り返して高速流体処理する。また、その水流圧力は
、処理する不織布の目付によって適宜に決定し、高い目付のものほど高圧力とすることが
好ましい。
【００６７】
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　さらに、本発明において、実質的に繊維素材からなる皮革様物とするためには、極細繊
維同士を高度に絡合させる目的で、少なくとも１回は１０ＭＰａ以上の圧力で処理するこ
とが好ましく、少なくとも１回は１５ＭＰａ以上の圧力で処理することがより好ましい。
また、上限は、特に限定されないが、圧力が上昇するほどコストが高くなり、また低目付
であると不織布が不均一となったり、繊維の切断により毛羽が発生したりする場合もある
ため、好ましくは４０ＭＰａ以下であり、より好ましくは３０ＭＰａ以下である。
【００６８】
　なお、本発明においては、必要に応じて高分子弾性体を付与することも可能である。こ
の場合、高分子弾性体を溶液又は分散液の状態で含浸する。作業環境に優れる点では、特
に水に分散された水分散液の状態で含浸することが好ましい。水分散型高分子弾性体の分
散液には、感熱ゲル化剤、架橋剤、安定剤、浸透剤等を添加しもよい。
【００６９】
　水分散型高分子弾性体の分散液を含浸した後、当該分散液を含んだ不織布を、乾熱、温
水、熱水、常圧または高圧スチーム、マイクロ波等で加熱して、ゲル化（固化）処理する
。例えばスチームにより加熱する装置としては、常圧スチーマー、高温スチーマー等が挙
げられる。スチームとマイクロ波を併用できる装置を用いると、高いマイグレーション防
止効果が得られるので好ましい。
【００７０】
　また、銀付き調の表面を得るためには、表面にさらに高分子弾性体からなる表層部分を
コーティングや積層等によって形成させてもよい。
【００７１】
　一方、立毛調の表面に仕上げるためには、サンドペーパー等によるバフィング処理を行
うなど、適宜の方法等を採用することができる。
【００７２】
　さらに、液流染色機によって染色することは、高級な表面外観が得られる点で好ましい
。また、染色後には、柔軟加工の他、撥水加工、抗菌加工、抗ピル加工、あるいは高発色
加工等各種機能加工を行うことができる。
【００７３】
　こうして得られた積層シートは、融着繊維の融点以上、好ましくは融点の２０℃以上高
い温度で加熱すると形態保持性に優れる皮革様物、成型体とする。本発明の皮革様物は織
編物が存在することにより、良好な成型性を有し、特に伸縮性の織編物を使用することで
凹凸形状に対して皺を抑制することが可能となる。融着する際には、筐体やケース、天井
材、内装材等のように風合いを全く考慮しない用途においては十分に融着することが好ま
しいが、鞄、シート材等のように柔軟性が必要な用途においては、融着する程度を弱める
等適宜調整することが好ましい。なお、加熱成型する際には、無圧下で行う他、加熱と同
時又はその後に加圧することも可能である。より表面品位、成型形状等に優れる点では加
圧することが好ましい。また、シート材等に使用する場合は、一旦成型した後、熱風等に
て成型することが好ましい。
【実施例】
【００７４】
　以下、本発明を実施例で詳細に説明する。なお、実施例中の各物性値の測定方法は、以
下の方法を用いた。
【００７５】
　また、以下に説明する参考例１～３は、それぞれ実施例で用いた織物、不織布の製造条
件などについて説明したものである。
【００７６】
　Ａ．固有粘度ＩＶ
　オルソクロロフェノール（以下、ＯＣＰと略記する）１０ｍｌ中に試料ポリマーを０．
８ｇ溶かし、２５℃にてオストワルド粘度計を用いて相対粘度ηｒを下式により求め、固
有粘度ＩＶを算出した。
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ηｒ＝η／η０　＝（ｔ×ｄ）／（ｔ０　×ｄ０）
固有粘度ＩＶ＝０．０２４２ηｒ＋０．２６３４
ここで、η：ポリマー溶液の粘度
　　η０　：ＯＣＰの粘度
　　ｔ　　：溶液の落下時間（秒）
　　ｄ　　：溶液の密度（ｇ／ｃｍ３）
　　ｔ０　：ＯＣＰの落下時間（秒）
　　ｄ０　：ＯＣＰの密度（ｇ／ｃｍ３）。
【００７７】
　Ｂ．織編物の伸長率
　ＪＩＳ　Ｌ　１０９６（１９９９）８．１４．１　Ａ法（定速伸長法）において、つか
み間隔２０ｃｍとして測定した。
【００７８】
　Ｃ．織編物の伸長回復率
　ＪＩＳ　Ｌ　１０９６（１９９９）８．１４．２　Ａ法（繰り返し定速伸長法）により
、つかみ間隔２０ｃｍとして測定した。
【００７９】
　Ｄ．皮革様物の目付、厚み、繊維見掛け密度
　目付は、ＪＩＳ　Ｌ　１０９６ ８．４．２（１９９９）に記載された方法で測定した
。また、厚みをダイヤルシックネスゲージ（（株）尾崎製作所製、商品名“ピーコック（
登録商標）Ｈ”）により測定し、目付の値を厚みの値で割って繊維見掛け密度を求めた。
【００８０】
　Ｅ．皮革様物のマーチンデール摩耗試験
　皮革様物から、直径３．８ｃｍの試験片を採取し、重量を測定した。ＪＩＳ　Ｌ　１０
９６（１９９９）８．１７．５　Ｅ法（マーチンデール法）家具用荷重（１２ｋＰａ）に
従って、マーチンデール摩耗試験機を用いて、極細繊維不織布が形成する表皮層をピリン
グポジション設定Ｂ（ＴＨＲＥＥ　ＤＲＩＶＥ　ＲＯＬＬＥＲＳ＝ＰＯＳＩＴＩＯＮＥ　
Ｂ）にて耐摩耗試験を実施した。２００００回摩擦したところで試験機を止め、試験前に
対する試験後の試験片の重量減を評価した。また、試験後の試験片の外観から毛玉の数を
数えた。
【００８１】
　Ｆ．皮革様物の成型性
　皺の発生を目視にて３段階で評価した（○：皺なし、△：やや皺あり、×：皺あり）
　実施例１
　海成分としてポリスチレン４５部、島成分としてポリエチレンテレフタレート５５部か
らなる単繊維繊度３デシテックス、３６島、繊維長５１ｍｍの海島型短繊維を用い、カー
ド、クロスラッパーを通してウェブを作製した。次いで、１バーブ型のニードルパンチマ
シンにて１５００本／ｃｍ２の打ち込み密度で処理し、繊維見掛け密度０．２１ｇ／ｃｍ
３　の短繊維不織布を得た。次に、約９５℃に加温した重合度５００、ケン化度８８％の
ポリビニルアルコール（ＰＶＡ）１２％の水溶液に固形分換算で不織布重量に対し２５％
の付着量になるように浸積し、ＰＶＡの含浸と同時に２分間収縮処理を行い、１００℃に
て乾燥して水分を除去した。
【００８２】
　得られたシートを約３０℃のトリクレンでポリスチレンを完全に除去するまで処理し、
単繊維繊度約０．０４６デシテックスの極細繊維を得た。次いで、室田製作所（株）製の
標準型漉割機を用いて、厚み方向に対して垂直方向に２枚に分割裁断をするスプリット処
理をし、繊維換算目付１０８ｇ／ｍ２の極細繊維不織布（Ａ）を得た。
【００８３】
　次に、ＩＶが０．５０のポリエチレンテレフタレート１００％からなる低粘度成分と、
ＩＶが０．７５のポリエチレンテレフタレートからなる高粘度成分とを重量複合比５０：
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５０でサイドバイサイドに貼りあわせて紡糸および延伸し、５６デシテックス１２フィラ
メントの複合繊維を得た。これを１５００Ｔ／ｍで追撚して、６５℃でスチームセットを
行った。この糸を用い、経糸密度９５本／２．５４ｃｍ、緯糸密度８５本／２．５４ｃｍ
の２／２斜文組織の織物を製造した。
【００８４】
　得られた織物を連続拡布式リラクサーにて９５℃で処理した後、さらに液流染色機にて
１１０℃で処理し、ついで３％のオーバーフィード率で１８０℃の中間セットを行って織
物（Ｃ）を得た。この織物の伸長率は、タテ６．３％、ヨコ２４．９％であり、また伸長
回復率はタテ８９．９％、ヨコ８３．３％であった。
【００８５】
　一方、イソフタル酸を３０モル％共重合したポリエチレンテレフタレート系繊維（融点
１７０℃、２．１デシテックス、繊維長５ｍｍ）とポリエチレンテレフタレート繊維（融
点２６０℃、０．１デシテックス、繊維長５ｍｍ）とを６：４で混合したスラリーを作製
し、抄造法により繊維換算目付３５ｇ／ｍ２の融着繊維不織布（Ｂ）を製造した。
【００８６】
　また、ポリエチレンテレフタレート繊維（０．１デシテックス、繊維長５ｍｍ）を用い
、抄造法により繊維換算目付３３ｇ／ｍ２の抄造ウェブ（Ｄ）を作製した。
【００８７】
　このようにして得られた不織布および織物を、まずＢ／Ｄとなるように重ね合わせ、抄
造ウェブ（Ｄ）側から０．１ｍｍの孔径で、０．６ｍｍ間隔のノズルヘッドを有するウォ
ータージェットパンチ機にて、処理速度５ｍ／分、圧力６ＭＰａで３回ウォータージェッ
トパンチ処理を行った。ついで、融着繊維不織布（Ｂ）を、Ｂ／Ｃ／Ｄとなるように重ね
て、融着繊維不織布側から同様にウォータージェットパンチ処理を行った。次に、極細繊
維不織布（Ａ）をＡ／Ｂ／Ｃ／Ｄとなるように重ね、極細繊維不織布（Ａ）側から、同一
のノズルヘッドを用い、処理速度５ｍ／分、圧力１０、１５、２０ＭＰａにてウォーター
ジェットパンチ処理を行った。ついで裏側（Ｄ）側から、同様にウォータージェットパン
チ処理を行った。
【００８８】
　ついで、極細繊維不織布（Ａ）の表面を、サンドペーパーにて起毛処理をした後、液流
染色機にて“Ｓｕｍｉｋａｒｏｎ（登録商標）　Ｂｌｕｅ　Ｓ－ＢＢＬ２００”（住化ケ
ムテックス（株）製）を用い２０％ｏｗｆの濃度で、１１０℃、６０分、染色した。得ら
れたシートを、柔軟剤（アミノ変性シリコーンエマルジョン“アルダック（登録商標）Ａ
Ｎ９８０ＳＦ”一方社株式会社製）と微粒子（コロイダルシリカ “スノーテックス（登
録商標）２０Ｌ”日産化学工業株式会社製）を含む水溶液に浸積し、コロイダルシリカの
含有量が０．１％となるように絞った後、ブラッシングしながら１００℃で乾燥させた。
【００８９】
　このようにして得られた皮革様のシートを、次に１８０℃に加熱した型枠を用いて成型
加工を行った。このようにして得られた皮革様物は表面品位に優れ、目付は２２４ｇ／ｍ
２、厚み０．６４ｍｍ、繊維見掛け密度０．３５０ｇ／ｃｍ３、成型性は○であった。ま
た、マーチンデール摩耗試験の結果、毛玉１個、摩耗減量５ｍｇであった。
【００９０】
　比較例１
　織物（Ｃ）を用いない以外は実施例１と同様に処理して皮革様物を得た。このようにし
て得られた皮革様物の表面品位に優れるものであったが、織物が存在しないため型枠の深
絞り部で極細繊維不織布層に巣抜けや緩みによる皺が発生し、成型性は×であった。
【００９１】
　比較例２
　融着繊維不織布（Ｂ）を用いない以外は実施例１と同様に処理して皮革様物を得た。こ
のようにして得られた皮革様物の表面品位に優れるものであったが、融着不織布が存在し
ないため熱処理しても成型することはできなかった。
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【００９２】
　比較例３
　単繊維繊度５．１デシテックスポリエチレンテレフタレートを５１ｍｍにカットし、つ
いでニードルパンチにて１００本／ｃｍ２の針密度で短繊維不織布を得た。ついで、これ
を極細繊維不織布（Ａ）の代わりとして、実施例１と同様に処理した。このようにして得
られた不織布は、染色により、毛玉、剥離が生じ、皮革様の外観を得ることができなかっ
た。
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